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当社従業員による架空発注等に関するお知らせ 

 

今般、当社従業員による架空発注等（以下「本件」といいます。）が判明いたしましたのでお知らせ

します。 

当社は、本件を厳粛に受け止め、事実関係を明らかにし、再発防止を図るため、外部専門家を中心

とする社内調査委員会を設置し、調査等を開始いたしましたので併せてお知らせします。 

当社において、このような事態が発生したことは誠に遺憾であり、株主の皆様をはじめとする関係 

者の皆様に多大なご迷惑とご心配をおかけしますことを心よりお詫び申し上げます。 

 

記 

 

１．現時点で判明している本件の概要 

当社に勤務する複数名の従業員が、一部の取引において複数年にわたり特定の工事資機材販売業者

に対し、水増しまたは架空発注を行い、その水増しまたは架空発注額の一部を従業員が自らに還流し

着服するほか、水増しまたは架空発注額の一部を同業者にてプールさせたうえで、当社が受注する別

工事の工事資機材代金に充てるよう依頼しておりました。 

 

２．社内調査委員会の設置について 

当社は、事態を厳粛に受け止め、本件について客観性かつ透明性のある調査を行い、原因を明らか

にすることにより、再発防止策の提言を受けることが必要であると判断し、当社と利害関係を有しな

い外部専門家２名（弁護士 １ 名、公認会計士 1 名）および当社の社外取締役監査等委員（弁護士）

による社内調査委員会を本年 1 月 27 日に設置し、調査を開始いたしました。 

 （１）社内調査委員会の調査目的・委嘱事項 

・本件についての事実調査（類似案件等を含む） 

・本件に関する当社連結財務諸表への影響の算定 

・本件の発生原因等の分析・評価 

・本件に関する再発防止策の提言 

・上記の調査結果等を記載した調査報告書の作成 

・その他社内調査委員会が必要と認めた事項 

 



（２）社内調査委員会の構成 

委員⾧ 武井 洋一 （弁 護 士 明哲綜合法律事務所） 

委 員 河江 健史 （公認会計士 ＦＹＩ株式会社） 

委 員  黒田 清行 （弁 護 士 当社 社外取締役 監査等委員） 

※ 社内調査委員会の指示の下、必要に応じ外部専門家及び当社従業員が同委員会の活動を補助

します。 

 

３．今後の対応について 

当社は、社内調査委員会に全面的に協力し、同委員会の提言を踏まえ、必要な再発防止策を講じる

所存です。 

本件が当期の連結業績に与える影響等につきましては、調査中であり、確定しておりませんが、現

時点においては、重大な影響はないものと判断しており、2025 年 3月期第 3 四半期の決算につきまし

ては、予定どおり本日（2025 年 2月７日）公表いたします。 

なお、今後の調査結果を踏まえ、影響額等が明らかになった時点で、速やかにお知らせいたします。 

 

以 上 


